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　　報告者　関弥三郎氏

　報告要旨

　１．物価指数は固定基準指数，すなわち，Ｏ時点の物価水準を１００とした時の１時点 ，

２時点，……の物価水準を表わす値Ｐ０１，Ｐ０２，……として作成される 。そして，隣接時

点問の物価変動率が必要な時は，固定基準指数の比例換算で求めるのであ って，例え

は， １時点に対する２時点の物価変動率はＰ０２
／Ｐ０１によっ て得られる 。その場合，物価

指数がラスパイレス式（Ｌ式）であれぽ，Ｐ０１ もｐ０２ も０時点の数量９ｏ がウェイトで

あるから，その比によっ て物価変動率が得られるが，ハー！ エ式（Ｐ式）の時は，Ｐ０１ は

１時点の数量ｇ１ がウエイトであり ，Ｐ０２ は２時点の数量¢２ がウニイトであるから ，

その比は物価変動率と数量変動率とが一緒にな ったものである 。そこでＰ式物価指数の

場合は，比例換算で求めた物価指数の上昇率を，物価変動による分（価格効果）と数量

変動による分（数量効果）とに分離することが必要である 。

　２．　Ｐ式物価指数の上昇率の価格 ・数量分析は，上昇率に対する費目別寄与度 ・寄与

率を計算することによっ て可能になる 。乏時点の 一Ｐ式物価指数は
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と書げるから，１時点に対する２時点の比をとると
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（３）によりＰ式物価指数の上昇率Ｇが，各商品の価格上昇率９とウニイト（数量）増加率

ブの和に分解され，右辺の各項は，Ｇに対する各商品の９と ｒの寄与の程度を表わすと

いえるから，寄与度である 。そして，（５）の両辺をＧで除した
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の右辺の各項は，寄与の程度を相対化して表わす寄与率である 。寄与度，寄与率の第１

項は価格変動による寄与分を示し，第２項はウユイト変動による寄与分を表わし，第３

項は両者の複合による寄与分である 。従 って，第１項，第２項，第３項をそれぞれ合計

することによっ て， ア式物価指数の上昇率Ｇに含まれている ，物価上昇率とウェイト増

加率とを分離することができる 。

　３．　国民経済計算において発表されているＧＮＰデ フレーターは，国民総支出（ＧＮＥ）

及びその構成項目の名目値を実質値で除して，事後的に求められたデフレーター（ｉｍｐ１ｉｃｉｔ

ｄｅ且ａｔｏｒ）であるが，それのｆ時点の指数Ｐｏ‘ は， 構成項目別指数加を，去時点の実質

　　　　　　　　　　　力０の

ＧＮＥの構成比率 〃ｏｒ　　　　をウニイトとして加重平均したものであり ，（１）と同じ
　　　　　　　　　　　　力Ｏの

であるから（５），（６）を適用することができる 。昭和５７年度のＧＮＰデフレーターの対前年

度比は１．６％であるが，それに対する構成項目別寄与度を計算すると表１のとおりであ

る。（３）欄は項目別デフレーターの上昇率９の寄与であ って，Ｃの寄与が大きいのは９が

高い上にウェイト〃。１ が大きい（５２．Ｏ％）からであり ，１の（マィナスの）寄与が９に比

して大きいのもウニイトが大きい（３２．６％）ためである 。（４）欄はウエイトの増加率 プの

寄与であり ，（５）欄は９と プの複合の寄与である 。その結果（６）欄の寄与度は，Ｃが２．１％

で最も大きく ，それは９の寄与に７の寄与が加わったためであり ，これに対してＧの寄

与度がＯ．１％にすぎないのは，９のプラスの寄与を ブのマイナスの寄与が相殺したから

である 。ヱの寄与度は９の寄与よりも プの寄与の影響の方が大きく ，ＸとＭは９のプラ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（７５５）
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スの寄与よりも ヅのマイナスの寄与の方が大きいために，デフレーターは上昇している

のにその寄与度はマイナスにな っている 。そして，ＧＮＰデフレーターの１．６％の上昇

は， Ｃと〃のプラスの寄与を（〃は控除項目であり合計する時は符号を変えて加えなけれぱな

らないから，この場合はプラスの値にたる），ヱとＸのマイナスの寄与が相殺した結旅であ

ることがわかる 。また，（３）～（５）欄それぞれの合計より ，ＧＮＰデフレーターの上昇率

１６％のうち，物価変動による分は１３％，ウエイト変動による分は０３％，両者の複合

による分はＯ．０％である
。

表１　ＧＮＰテフレーターの上昇率と寄与度（昭和５７年度）

デフレーター ウェイト

項　　　　目 上昇率９ 増加率 ｒ

〃　　　〃　　　〃
丁　７ア　ｇ７ｐ 寄与度

（１） （２） （３）　　（４）　　（５） （６）

民間最終消費支出Ｃ
Ｚ３％ ．２ １， ３３９　　ひ７１４　　０－０１７

Ｚ０７０％

政府最終消費支出Ｇ
１． ８ 一１．２ Ｏ． １８６　－Ｏ．１２７　一ぴＯ０２ ひ０５７

国内総資本彩成１ 一〇．６ 一２．２
一一

〇． １７８　　－Ｏ－６９９　　　　０－Ｏ０４ 一ひ８７３

輸　　出　　等ｘ
Ｏ． ７ 一２．６ Ｏ． ユ２６　 －Ｏ．４４０　 －Ｏ．Ｏ０３ 一〇．３１８

（控除）輸入等〃
１． １ 一５．１ Ｏ－ １６７　－Ｏ．８３２　－Ｏ．Ｏ０９ 一〇．６７３

国民総支出　ＧＮＥ １． ６ １． ３０６　　０．２８０　　０．０２３ １． ６０９

表２　ＧＮＰデフレーターとウニイト

項 デフレーター ウェイ　ト

目
・・年度１・・年度 ・・年度１・・年度

Ｃ １４２．６　　１４５．９ Ｏ． ５２０２　ぴ５２６６

Ｇ １３７．３　　ユ３９．８ Ｏ． ０９５４　０．０９４３

１ １２３．Ｏ　　ユ２２．３ Ｏ． ３２５７　０．３１８４

ｘ １０８．２　　１０９．Ｏ Ｏ． ２０１５　０．１９６３

〃
１４６．７　　１４８．２ Ｏ． １４２８　０．１３５５

ＧＮＥ １２８．２　　１３０．２ １． ＯＯＯ０　１．ＯＯＯＯ

（出所）経済企画庁編『国民経済計算年報』昭和５９年版。

（備考）デフレーターは昭和５０歴年基準。

　　　ウエイトは昭和５０歴年価格評価の実質ＧＮＥの構成

　　比率 。
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